
１． はじめに

本県は，平成１６年度から今年度までの３年間を

財政改革推進計画期間と位置付け，公共事業の縮

減および重点化を掲げた緊急財政プログラムを推

進している。しかしながら，県内の社会資本整備

率は低い状況にあり，東九州自動車道をはじめと

した交通ネットワークの整備や昨年の台風１４号に

より改めて災害に強い県土づくりが求められるな

ど多くの課題がある。このため，公共事業の執行

に当たっては，コスト縮減を図りつつ着実に必要

な社会資本を整備することが重要である。

本稿では，コスト縮減に対する取り組みの一つ

である，「宮崎県新技術活用促進システム」につ

いての内容や今後の課題等について紹介する。

宮崎県庁ホームページの土木部技術検査課をご

覧下さい（土木部技術検査課の宮崎県新技術活用

促進システムで案内）。

アドレス http : //www.pref.miyazaki.lg.jp/in

dex/org/doboku/index.html

２． 目 的

公共事業を取り巻く厳しい状況の下，コスト縮

減，環境との調和，県産資材の利用促進等の課題

を解決する有効な方策として，民間で開発された

有用な新技術の積極的な活用を図るため，宮崎県

土木部では「宮崎県新技術活用促進システム」を

構築（平成１７年６月）し運用している。

３． 新技術の定義

新技術とは，従来の技術より活用の効果が高い

技術または従来にはない画期的な技術で実用化さ

れている工法および材料等をいう。なお，従来の

技術とは，歩掛り等が整備されるなど一般化され

た技術としている。

４． システムの概要

当システムは，県として新技術・新工法を募集

し国のNETIS への登録状況や公共工事での使用

実績等から活用区分の判定を行い，ホームページ

に新技術データベースとして掲載している。

これらの情報を基に各発注機関は新技術モデル

自自治治体体のの取取りり組組みみ
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工事等として活用するとともに，活用後の評価な

どを行っている。

! 新技術の募集

新技術に関する情報のより一層の拡充を図るた

め，新技術の募集を行っており，その募集に当た

っては，一般の新技術・新工法に加え，公共工事

において特に重点的に活用を推進する「特定新技

術」を設定している。

「特定新技術とは」

・公共工事のコスト縮減を図るための新技術

・環境の保全に資する新技術

・県産資材の利用促進を図るための新技術

" 募集の方法

募集の方法は，申請技術を開発した企業等か

ら，新技術登録申請書および新技術説明資料を提

出してもらうこととしている。

【新技術の分類】 工法，材料，製品，機械，その

他

# 新技術の活用区分の決定

活用区分の評価は，宮崎県土木部技術調整委員

会（以下：技術調整委員会）において，応募のあ

った新技術について，公共工事での活用の適否等

に関し，３区分（A，B，C）の評価区分を決定

する。

! 新技術の評価項目

・経済性の向上 ・品質・出来形の向上

・施工性の向上 ・工期短縮

・安全性の向上 ・環境保全（リサイクル）

・県内開発技術※ ・県産資材※

※は県独自評価項目

" 新技術活用評価区分

【区分A】一般の公共工事で活用可能な新技術

※従来工法と同様な取り扱いとする。

経済比較を行った上で経済的で，かつ，構造

計算等技術の安全性を確認し活用が可能であ

れば採用する。

【区分B】現場における適用性および活用の効

果等を検証する必要がある新技術（新技術モデ

ル工事）

※実施に当たっては，新技術モデル工事実施計

画書を作成し技術調整委員会に報告し，工事

完了後に新技術活用報告書を提出する。

【区分C】区分A，区分Bにも該当しない技術

※公共工事では採用しない。

$ 新技術の活用後の評価

活用された新技術の中で，活用の見直しを行う

図―１ 新技術活用促進システム実施フロー図
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ため新技術の活用後評価を実施する。

活用後評価の対象となる新技術は，新技術モデ

ル工事で活用した新技術や技術調整委員会におい

て活用後評価を必要と認める技術について，活用

後評価を行うこととしている。

! 活用後評価

実際活用した現場での経済性，工程，品質，出

来形，安全性，施工性，環境等の項目について評

価を行うこととしている。

! 新技術データベースの構築

新技術に関する情報の共有化を図るため，新技

術データベースを構築する。新技術データベース

に掲載する情報の内容は，開発者からの新技術説

明資料，活用区分評価の結果および活用後評価の

結果を掲載する。

５． システムの現状

平成１８年６月末時点において７０技術について評

価区分を決定している。

・応募のあった新技術

!工法（３２技術） "材料（６技術）

#製品（２６技術） $機械（１技術）

%その他（５技術） 合計７０技術

・これまでの判定区分

A判定（２０技術） B判定（４４技術）

C判定（－） 判定なし（６技術）

※機械，その他が判定なし

６． おわりに

システムの構築から１年が経過し，７０技術につ

いて評価区分の決定ならびにホームページでの掲

載が完了した。しかし，システムの運用から間も

ないこともあり，評価された新技術の活用状況は

約１０件程度である。

このため，今年度は設計の考え方や歩掛り等の

統一に努めるとともに，発注者だけでなく設計コ

ンサルタントによる取り組みとして，予備設計や

詳細設計段階で従来工法と新技術の活用を比較検

討を行うなどシステムの充実を行い，公共工事の

コスト縮減を図っていきたいと考えている。

評価区分一覧表の例
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